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 2022 年８月 19 日 

各  位 

会社名 株式会社ヤマノホールディングス 

代表者名 代表取締役社長   山 野 義 友 

（コード番号７５７１ 東証スタンダード） 

問い合わせ先 
取締役専務執行役員 

管理本部長    岡 田 充 弘 

電 話 番 号 ０３－３３７６－７８７８ 

  

 

グループ内組織再編及び連結子会社の商号変更に関するお知らせ 

 

当社は、2022年８月19日開催の取締役会において、グループ内の組織再編及び連結子会社の商号

変更を行うことを決議いたしましたのでお知らせいたします。なお、グループ内の組織再編につきま

しては、当社グループ会社間における組織再編であることから、開示事項・内容を一部省略して記載

しています。 

 

記 

 

１．グループ内組織再編の概要 

当社美容事業（以下、「ＹＨＣ美容」という）及び100％子会社である株式会社みうら（以下、

「みうら」という）の営業部門を、100％子会社である株式会社Ｌ.Ｂ.Ｇ（以下、「Ｌ社」という）

へ事業譲渡し、美容事業３部門の営業を統合いたします。 

また美容事業集約に伴い、株式会社Ｌ.Ｂ.Ｇは、10月１日付で商号を「株式会社ヤマノプラス」

に変更いたします。 

  

２.組織再編及び連結子会社の商号変更の目的 

当社グループは、「美道五原則 髪・顔・装い・精神美・健康美」を企業理念とし、中核事業と

して、美容事業・和装宝飾事業・ＤＳＭ事業・教育事業を展開し、「ソフトと価値の提供」を各

事業の共通テーマとして、商品以外のサービス機能拡充による差別化戦略を進めております。 

その中で、当社グループの美容事業は、美容室サロンを展開するＹＨＣ美容及び2019年10月に

子会社化したＬ社、並びに、2018年７月に子会社化したネイルサロンを展開するみうらの全３部

門で構成されております。各々、ターゲットとする顧客層や価格帯が異なり、ＹＨＣ美容はファ

ミリー層・中高年層を中心とした低中価格帯、Ｌ社は20代～30代女性を中心とした中高価格帯、

みうらは中高年層を中心とした中高価格帯で店舗展開を行い、営業戦略や人財採用・育成プラン

は３部門それぞれ別個に推進してまいりました。一方で、和装宝飾事業との連携による美容店舗

での着付けサービスの拡充は部門を超えて拡充され、また、2022年１月にはＹＨＣ美容とみうら

のコラボ店を出店、さらに、2022年７月にはＹＨＣ美容からＬ社への業態変更を実施するなど、

部門を横断した施策も進められてきており、並行して３部門を跨るスタッフのタスク体制促進や

管理業務集約が図られてきております。 
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今回の組織再編により、美容事業を統合することで、機動的かつ迅速な意志決定を行う体制を

整備し、美容事業を取り巻く事業環境の変化への対応力を強化するとともに、各部門が持つ特色

を互いに活かしつつ人財交流を活性化することにより、新たなサービス創出を促すことが可能に

なると考えております。また、美容事業の重要課題であるスタイリスト等のスタッフ確保につい

ても、人財採用の一元化と育成プランのナレッジ・ノウハウ共有を進め、人財配置の最適化を図

る体制整備を行うとともに、マーケティング力や販促企画力強化に取り組み、美容事業の収益力

向上を図ってまいります。 

 

 なお、事業再編のスキーム及び再編後の組織図は下記のとおりです。 

 株式会社  株式会社
 ヤマノホールディングス 〈和装宝飾事業〉  ヤマノホールディングス

株式会社すずのき
〈和装宝飾事業〉 〈和装宝飾事業〉 〈和装宝飾事業〉

和装宝飾事業部 〈教育事業〉 和装宝飾事業部 株式会社すずのき
株式会社マンツーマンアカデミー

〈和装宝飾事業〉 〈和装宝飾事業〉 〈教育事業〉
きもの事業部 〈教育事業〉 きもの事業部 株式会社マンツーマンアカデミー

東京ガイダンス株式会社
〈DSM事業〉 〈DSM事業〉 〈教育事業〉

DSM事業部 〈その他事業〉 DSM事業部 東京ガイダンス株式会社
株式会社ヤマノセイビング

〈その他事業〉
〈管理部門〉 〈その他事業〉 〈管理部門〉 株式会社ＯＬＤ ＦＬＩＰ

店舗開発・経営企画 株式会社ＯＬＤ ＦＬＩＰ 店舗開発・経営企画
総務⼈事・財務経理 総務⼈事・財務経理 〈その他事業〉

〈美容事業〉 株式会社ヤマノセイビング
株式会社みうら

〈美容事業〉 〈美容事業〉
株式会社L.B.G 株式会社ヤマノプラス

〈美容事業〉 （旧商号　株式会社L.B.G）
YHC美容

再編前 再編後

吸収合併
事業譲渡

事業譲渡

 

３．日程（簡易手続による事業譲渡及び吸収合併） 

取締役会決議日（当社） 2022 年８月 19 日  

事業譲渡効力発生日 2022 年 10 月１日   

合併効力発生日 2022 年 10 月２日   

 

 

４．業績に与える影響について 

本事業再編はグループ内再編であるため、2023年３月期連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


